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３ 国有林野の林産物の供給 

(１)林産物等の供給 

国有林野事業では、公益重視の管理経営を一層推進しつつ、

地域における木材の安定供給体制の構築等を図るため、機能類

型区分に応じた施業の結果得られる木材の持続的・計画的な供

給に努め、地域の林業・木材産業の活性化に貢献することとし

ています。 

令和７(2024)年度には、879 万㎥の立木を伐採し、素材(丸

太)と立木を合わせ、464 万㎥の木材(素材(丸太)換算)を供給し

ました。 

国有林材の供給に当たっては、国産材の需要拡大や加工・流

通の合理化等に取り組む製材・合板工場等と協定を締結し、国

有林材を安定的に供給する「システム販売※」に取り組んでおり、

令和７(2025)年度のシステム販売による素材(丸太)供給量は、

198 万㎥となっています。 

さらに、木材の供給時期や樹材種等の情報を、ウェブサイト

等を通じて、迅速かつ広範囲に提供しています。 

このほか、多様な森林を有しているという国有林野の特性を活

用し、民有林からの供給が期待しにくい樹種等の計画的な供給や、

公益的機能の発揮に配慮しつつ、地域のニーズを踏まえて、広葉

樹などの資源の有効利用にも取り組んでおり、令和７(2025)年

度はヒバ 4.8 千㎥、木曽ヒノキ 0.3 千㎥を供給しました。 

また、民有林における適切な立木取引に資する取組として、

樹木を立木のまま販売する立木販売について、結果の公表を

実施しています。 

国有林野事業における立木販売結果の公表

https://www.rinya.maff.go.jp/j/gyoumu/hanbai/hanbaikekka.html 
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図－６ 国有林野事業における立木の伐採量 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：伐採量は、国有林内で伐採等をした立木の材積(林地残材等を含む)である。 

 ２：計の不一致は四捨五入によるもの。 

 

 

 

表－15 国有林材供給量(素材(丸太)換算)(単位：万㎥) 

区分 
令和５

(20 2 3 )年度 

令和６

(20 2 4 )年度 

令和７

(20 2 5 )年度 

国有林材供給量 

(国産材供給量に 

占める割合) 

5 0 0〈18 4〉 

( 1 5％) 

4 8 7〈17 6〉 

( 1 4％) 

4 6 4〈16 7〉 

（-） 

(参考)国産材供給量 3 , 4 3 2  3 , 4 8 1  -  
 

注１：国有林材供給量の< >書は、立木販売量(R5:255 万㎥、R6：248 万㎥、R7：242 万㎥)

を素材(丸太)換算した推計量で内数。 

２：官行造林の立木販売量(R5:19 万㎥、R6：18 万㎥、R7：22 万㎥)を素材(丸太)換算し 

た推計量を含む。 

３：(参考)国産材供給量は、林野庁「木材需給表」の数値であり、用材、しいたけ原木、 

燃料材の供給量で、暦年の合計である。 

４：令和７(2025)年の木材需給表が未確定のため、令和７(2025)年の国産材供給量及び 

国産材供給量に占める国有林材供給量の割合の数値は記載していない。 
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表－16 国有林野事業における素材(丸太)供給量 

(単位：万㎥) 

区 分 
令和 3(2021)

年度 

令和 4(2022)

年度 

令和 5(2023)

年度 

令和 6(2024)

年度 

令和 7(2025)

年度 

素材(丸太) 

供給量 2 8 3  2 7 9  3 1 6  3 1 1  2 9 6  

 
うちシス

テム販売  

1 9 0  

( 6 7 % )  

1 7 7  

( 6 7 % )  

 1 8 2  

( 5 8 % )  

1 8 8  

( 6 1 % )  

1 9 8  

( 6 7 % )  

注：(  )書は、素材(丸太)販売量全体に占めるシステム販売の割合である。 

図－７ 伐採量、供給量、販売量の関係について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：令和７(2025)年度の数値である。 
２：立木販売は、事業者へ立木のまま販売し、素材（丸太）生産量を直接把握でき 

ないため、一定の仮定を置いて推計。 

３：計の不一致は四捨五入によるもの。 

 

表－ 1 7  民有林からの供給が期待しにくい樹種の素材 (丸太 )供給実積  

                                   (単位：千㎥) 

樹種名 令和５(20 2 3 )年度 令和６(20 2 4 )年度 令和７(2 0 2 5 )年度 

ヒバ 6.8 6.3 4.8 

木曽ヒノキ 0.4 0.4 0.3 
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事例 18 伊勢神宮式年遷宮御用材の供給 
(中部森林管理局 木曽森林管理署、東濃森林管理署) 

 
 

 
 
 

 
 
伊勢神宮では、20 年に１度、社殿等を建て替え御神体を移す「式

年遷宮」が約 1300 年にわたり行われており、木曽ヒノキをはじめ
とする多くの高品質な木材が必要です。こうした中で、伊勢神宮に 
隣接する「宮域

き ゅ う い き

林
り ん

」では確保できない木材について、木曽森林管理 
署と東濃森林管理署が管理経営する国有林からも供給を行っていま
す。両署 の国有 林の一部は 、江⼾ 時代から昭 和初期 まで「御杣山

み そ ま や ま

」
や「神宮備林」として式年遷宮に木材を供給するよう管理されてい
た経緯があります。 

令和７(2025)年６月には、第 63 回式年遷宮に用いる御用材の伐 
採に先立ち、伝統的な祭儀である御杣

み そ ま

始
はじめ

祭
さ い

及び裏木曽御用材伐採式 
が、木曽森林管理署及び東濃森林管理署管内の国有林で行われまし
た。これ らの祭儀 では、伐 採する木 曽ヒノキ 等を両署 から供給 し、
三方向から斧を入れて伐採する「三ツ緒伐り(三ツ紐伐り)」と呼ば
れる古式にのっとった伝統的な技法により、厳粛に儀式が行われま
した。 

両署は、これまで引き継がれてきた森林資源を適切に管理しつつ、
引き続き、我が国の伝統文化の継承に必要な木材を供給していくこ
ととしています。 
  

・ 長 野 県 木 曽
き そ

郡 上 松 町
あ げ ま つ ま ち

 小 川
お が わ

入
い り

国 有 林  

・ 御 杣
み そ ま

始
はじめ

祭
さ い

 

( 令 和 ７ ( 2 0 2 5 ) 年 ６ 月 )  

・ 岐 阜 県 中 津 川
な か つ が わ

市  加 子 母
か し も

裏
う ら

木 曽
き そ

国 有 林  

・ 裏 木 曽 御 用 材 伐 採 式  

( 令 和 ７ ( 2 0 2 5 ) 年 ６ 月 )  
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(２)国産材の安定供給体制の構築に向けた貢献 

林業・木材産業の成長産業化に向け、国産材の安定的かつ効

率的な供給体制の構築が重要な課題となる中で、国有林野事業

では、国有林と民有林が協調して木材を出荷する「民有林と連

携したシステム販売」に取り組み、令和７(2025)年度は 73.3 千

m3 の丸太を供給しました。また、民有林と連携して素材生産事

業の見通しをウェブサイトに公表する取組も進めています。 

さらに、森林・林業・木材産業を取り巻く情勢が複雑さを増

す中、木材需給が急変した場合には、国産材供給量の一定のシ

ェアを有している国有林野事業の特性を活かし、木材の供給調

整機能を発揮することとしています。これを適期に効果的な方

法で行うため、民有林や木材の加工・流通の関係者、学識経験

者等からなる「国有林材供給調整検討委員会」を各森林管理局

及び本庁に設置し、地域の木材価格や需要動向の把握と対応に

努めています。 

 

表－18 民有林と連携したシステム販売による木材供給量 

区 分 令和５(2023)年度 令和６(2024)年度 令和７(2025)年度 

協定者数(者) 15 14 13 

木材供給量(千㎥) 120.7 111.5 73.3 

 
 うち民有林材 10.6  14.2 13.0 

うち国有林材 110.1 97.3 60.3 

注：計の不一致は四捨五入によるもの。 
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事例 19 木質バイオマス発電向けの林地残材の活用 
(東北森林管理局 ⻘森森林管理署) 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

人工林が利用期を迎え、主伐・再造林が増加する中、地拵えや植
栽の支障となる枝条等の林地残材の処理が課題となっています。 

⻘森森林管理署は、県内で木質バイオマス発電施設が増加し、燃
料の安定 供給が必 要である ことを踏 ま え 、 令 和 7(2025) 年 度 に、
32ha の伐採跡地で発生した林地残材約 1,600 ㎥を地元事業者に販
売し、木質バイオマス発電原料材として有効活用しました。 

また、地拵えの支障となる林地残材を事前に搬出したことで、再
造林時の地拵え費用を約２割削減可能であると試算されました。 

この結果を踏まえ林地残材の販売を定着させることで、木質バイ
オマス発電原料材の安定した供給と、再造林コストの縮減の双方に
つながることが期待されます。 

同署では、引き続き、林地残材の木質バイオマス発電への有効利
用に取り組んでいきます。  

・ 青 森 県 東 津 軽
ひ が し つ が る

郡 今 別 町
い ま べ つ ま ち

 東
ひがし

大 川
お お か わ

平 山
だいらやま

国 有 林  

・ 残 材 の 集 積 ( 令 和 ７ ( 2 0 2 5 ) 年 1 1 月 )  

・ 青 森 県 青 森 市  新 城 山
しんじょうやま

国 有 林  

・ ( 上 ) 林 地 残 材 搬 出 前  

( 令 和 ７ ( 2 0 2 5 ) 年 ６ 月 )  

 ( 下 ) 林 地 残 材 搬 出 後  

( 令 和 ７ ( 2 0 2 5 ) 年 1 0 月 )  


